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　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、感染者や医療従事者、これらの方々の
家族などに対する偏見や差別が、重大な社会問題となっています。また、インターネット上での
誹謗中傷や差別を助長するような情報の発信は、同じような書き込みを次々と誘発し、
取り返しのつかない重大な人権侵害につながるものであって、決してあってはならないもの
です。さらに、いじめや虐待等の子どもの人権問題、ハンセン病元患者とその家族などに
対する偏見や差別など、さまざまな人権問題が後を絶ちません。
　これらの問題を解決し、国連の持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）が掲げる「誰一人取り残さ
ない」社会を実現するには、私たち一人一人が人権尊重の重要性を改めて認識し、他人の
人権に配慮した行動を取ることが大切ではないでしょうか。
　この機会に、人権について改めて考えてみませんか。

　1948（昭和23）年12月10日に、国際連合で
「世界人権宣言」が採択されました。このことを
記念して、12月10日を「人権デー」と定め、日本
では12月4日から10日を「人権週間」として、
人権啓発活動を展開しています。

人権週間です
１２月4日～10日は

人 権 週 間 と は ？

　2016年に施行された「部落差別解消法」は、差別解消に向けた国・自治体
の責務を明らかにした重要な法律です。しかし、法律には部落差別の定義・
類型がありません。部落差別は本来、封建時代の被差別身分とつながる
人に対する「系譜的」差別ですが、「属地的」性質もあることが、定義の難しさ
に関係していると私は考えています。
　かつて、他人の戸籍の閲覧に制限が設けられていなかった時代には、戸籍
を遡って身元を調べ、差別が行われました。しかし1968年に、明治時代の最
初の戸籍が閲覧禁止となり、1976年には戸籍の閲覧制度が廃止されると、
代わりに、住所や本籍地等を「部落の地名」と照合し、部落出身者かどうかを
判定するようになっていきました。「属地的」判断による差別です。
　部落の地名が判定に使われるのは、封建時代には身分統制が進み、居住
地も区別され、被差別身分に置かれた人びとが形成していた集落が、今日
の被差別部落と一定重なるからです。ただし、そのような照合と判定には、
部落がどこにあるかの情報が必要です。1975年には、「部落の所在地リスト」
が秘密裡に販売され、多くの大企業が購入していたことが発覚しました
（「部落地名総鑑」事件）。これ以後、行政による身元調査の規制や、採用に
おける差別をなくすための取組が進みました。
　しかし、同様の事件は繰り返し起きています。とくに2016年には、大規模な
情報の拡散が問題となりました。ある個人と出版社・その関係者が、全国の

部落の所在地情報を出版すると公表し、前後して、そのデータと、部落解放
運動に取り組む人びとの個人情報（名前・住所等）がネットで拡散された
のです。
　200人を越える原告が、情報の削除・公表の禁止と損害賠償を求める
裁判を起こしました。その第一審判決が、2021年9月27日に東京地裁で
下されました。判決では、部落の所在を知ろうとするのは「正当な関心事」
ではなく、情報の公開は「公益目的」ではないと判断されました。また、住所・
本籍地が「部落の所在地リスト」と重なれば、部落出身者として差別を受け
る恐れがあるので、このような情報公開は「違法なプライバシー侵害」で
あると認定しました。画期的判決です。
　一方、部落出身であることを広くカミングアウトし、部落差別をなくそうと
運動している人には、プライバシー侵害が認められませんでした。判決は、
自分の本籍や住所が「地名リスト」にあることは、「みだりに」人に知られたく
ないプライバシーなので、リストの公開が人格権侵害になると述べています。
しかし、これでは「部落に本籍・住所があることは隠すべきこと」であるかの
ようです。差別をなくそうと立ち上がった原告の思いと、かけ離れていると
感じます。また、現在の住所・本籍地が「地名リスト」にない人もプライバシー
侵害は認められませんでした。
　さらに、原告がたった一人しかいない県で、その原告のプライバシー侵害
が認定されないと、その県の「部落の所在地リスト」も削除・公開禁止の対象
から外されました。しかし、部落差別には属地性があります。部落の地名が
晒され続ければ、その地にいる、関係しているすべての人に、被害がおよぶ
可能性があるのです。
　裁判は、控訴審で継続します。司法が部落差別にどのような判断を下す
のか関心を持ち続けるとともに、私たちが自分の言葉で、部落差別とは何
かを、表現できるようにならなければなりません。
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現代社会における
部落差別をかんがえる

今月のテーマは「現代社会における部落差別」です。
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